
令和２年度

令
和
２
年
度
の
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
決
算
を
報
告
し
ま
す
。

一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
収
入
で
１
７
３
億
１
千
万
円
（
前
年
度
比
38
．４
％

増
）、
支
出
で
１
６
８
億
３
千
万
円
（
前
年
度
比
39
．２
％
増
）
と
な
り
ま
し
た
。

収
入
支
出
差
引
額
か
ら
翌
年
度
に
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
差
し
引
い
た
「
実

質
収
支
」
は
、
４
億
３
，１
６
５
万
円
の
黒
字
と
な
り
、
そ
こ
か
ら
前
年
度
の

黒
字
引
き
継
ぎ
額
と
予
算
の
財
源
調
整
を
行
う
財
政
調
整
基
金
（
町
の
貯
金
）

の
積
立
て
・
取
崩
し
に
よ
る
影
響
額
を
除
い
た
「
実
質
単
年
度
収
支
」
も
３
，

４
６
６
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

今
後
と
も
安
定
し
た
財
政
運
営
と
な
る
よ
う
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

決
報
算
告

一般会計

特別会計

基本
方向

まちづくり
指針項目 成果指標 単

位
令和 
2年度

令和 
元年度

基本 
方向

まちづくり
指針項目 成果指標 単

位
令和 
2年度

令和 
元年度

第
４
条　
平
和
で
人
間
性
豊
か
な
ま
ち
づ
く
り

（1）平和事業の
推進

平和事業イベント
参加者数 人 実施なし 400 

第
６
条　
健
康
と
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り

（3）医療保険事
業の推進

一人当たり年間医療費
（国民健康保険加入者分）円 350,077 347,516 

（3）男女共同参
画社会の推進

町審議会における
女性委員登用率 ％ 34.8 30.7 国民健康保険税収納率

（現年度一般分） ％ 95.8 95.4 

（4）学校教育の
充実

不登校児童生徒数 人 68 58 （4）母子保健事
業の推進 乳児一般健康診査受診率 ％ 91.0 89.2 

教育相談員への相談件数 件 457 814 
（5）児童・母子
（父子）福祉の
推進

要保護児童対策
地域協議会相談受付件数 件 180 236 

（5）学校給食の
充実・強化 給食費納付率 ％ 97.8 96.8 保育所待機児童数 人 192 226 

（6）生涯学習の
振興

中央公民館利用者数 人 17,956 37,063 児童館利用者数 人 38,061 60,099 

図書館入館者数 人 59,421 96,589 （6）地域福祉活
動の推進 民生委員・児童委員数 人 50 45 

図書館主催事業参加者数 人 実施なし 326 （7）高齢者福祉
の推進

高齢者インフルエンザ
予防接種率 ％ 58.96 43.6 

（7）スポーツ・
レクリエーション
活動の推進

学校開放事業
利用延べ人数 人 2,612 23,232 

（8）障がい者（児）
の福祉の推進

福祉サービス利用件数 件 10,731 10,118 

西原運動公園利用者数 人 89,469 149,475 身体障がい者
補装具給付件数 件 80 80 

（9）文化事業の
推進 主な文化行事受講者数 人 47 104 身体障がい者

日常用具給付件数 件 522 493 

（11）国際交流
事業の推進

海外移住者子弟研修生
人数 人 実施なし 1 第

７
条　
豊
か
で
活
力
の

　
　
　
　
あ
る
ま
ち
づ
く
り

（1）農業の振興 さとうきび生産量 t 1,891 1,749 

第
５
条　
安
全
で
環
境
に
や
さ
し
い

　
　
　
　
ま
ち
づ
く
り

（2）消防・防災
体制等の確立 不発弾処理件数 件 0 1 

（6）道路網及び
排水施設の整備

すぐやる係への相談件数 件 169 226 

（3）環境保全対
策の推進

年間ごみ搬出量 
※資源ごみ含まず ｔ 10,166 10,112 道路改良率 ％ 45.7 45.7 

年間資源ごみ量 ｔ 951 698 （7）都市基盤施
設の整備

町民一人当たり
都市公園面積 ㎡ 8.4 8.4 

（5）下水道事業
の推進

下水道整備率 ％ 38.1 38.1 
第
９
章　
町
政
運
営

執行体制と
行財政の確立

職員研修参加者数 人 19 32 

下水道接続率 ％ 68.4 66.2 町ホームページ
アクセス数 件 1,866,961 867,302 

第
６
条　
健
康
と
福
祉
の

　
　
　
　
ま
ち
づ
く
り

（2）成人保健事
業の推進

肺がん検診の受診率 ％ 6.3 9.6 町民一人当たりの
町債残高 円 268,927 279,129 

食生活改善推進員人養
成数 人 128 128 町税の徴収率 ％ 97.2 97.0 

健康教室参加者数 人 48 539 

特定健診受診率 ％ 35.8 38.6 

特定保健指導実施率 ％ 51.6 67.1 

○決算にかかる詳細な情報やその他の
資料は町ホームページで公表してい
ますのでご覧ください。

【お問い合わせ】企画財政課　財政係　☎０９８－９４５－４５３３

まちづくり基本条例とまちづくり指針に基づく成果指標
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▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

指標で町政をチェック！ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

令和２年度に町が行った事業の中で、主要な施策ごとに指標を設定し、前年度と比較を行いました。
この指標は、「西原町まちづくり基本条例」で掲げたまちづくりの基本方向を、「まちづくり指
針」に基づき、体系的に位置づけて示したものです。
向上している指標やマイナスとなった指標について、その理由等を分析し、今後の行政運営に
活かしていきます。
この基本条例に基づく指標の成果については、今後も公表していきます。町民のみなさまの行
政参加の一助になれば幸いです。

税金などの収入で教育や福祉、道路や公園整備など西原町の
基礎的な行政サービスを行う会計

保険料や使用料など特定の収入で特定の事業を行う会計

会計名 収　入 支　出 差引額 水道事業 下水道事業
国民健康保険 40.7億円 47.5億円 △6.8億円 収益的収入 8.8億円 4.1億円
土地区画整理事業 3.0億円 3.0億円 0.0億円 収益的支出 7.9億円 4.1億円
後期高齢者医療 2.9億円 2.9億円 0.0億円 資本的収入 0.4億円 1.9億円

資本的支出 1.8億円 3.1億円

前年度との比較（款別）
支出の内訳 Ｒ２年度 Ｒ１年度 増減額

議会運営 1.2億円 1.3億円 -0.1億円

総務・企画・徴税費 53.6億円 17.1億円 36.5億円

児童・老人・障がい者等 55.1億円 52.5億円 2.6億円

健康増進・環境 7.8億円 6.7億円 1.1億円

就労支援 0.2億円 0.2億円 0.0億円

産業支援 7.3億円 3.8億円 3.5億円

商工振興 2.0億円 0.4億円 1.6億円

道路・河川・都市計画 9.9億円 9.2億円 0.7億円

消防 5.4億円 5.1億円 0.3億円

教育 16.0億円 12.6億円 3.4億円

災害復旧費 0.0億円 0.0億円 0.0億円

借金の返済金 9.8億円 12.0億円 -2.2億円

計 168.3億円 120.9億円 47.4億円

※端数処理により合計が合わない場合があります。

前年度との比較
収入の内訳 Ｒ２年度 Ｒ１年度 増減額

住民税・固定資
産税などの町税 39.2億円 38.8億円 0.4億円

国・県から交付さ
れるお金（使い道
限定なし）

28.7億円 26.4億円 2.3億円

国・県から交付さ
れるお金（使い道
限定）

82.3億円 34.9億円 47.4億円

銀行等からの借
入金 6.1億円 4.6億円 1.5億円

受益者負担金や使
用料など 2.5億円 3.2億円 -0.7億円

貯金からの取り崩
し金など 6.7億円 6.9億円 -0.2億円

前年度からの繰
越金等その他の
収入

7.6億円 10.2億円 -2.6億円

計 173.1億円 125.0億円 48.1億円

※端数処理により合計が合わない場合があります。

収  入支  出
総務費において緊急経済対策として行われ
た特別定額給付金事業や、教育費の児童生徒
用端末購入費、令和２年12月にオープンした
西原さわふじマルシェの建設費などもあり、
全体的な決算額は増加となりました。

皆様に納付していただいた町税が増となっ
たほか、新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金により、国・県から交付され
るお金（使途限定）が増えた一方、保育料徴収
金（受益者負担金）などが減となりました。

5 4広報 にしはら No.597 R3.11.1 広報 にしはら No.597 R3.11.1


